地域農林業担い手育成支援事業計画書
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日
　　山鹿市長　殿
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　申請者住所
      　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名＜名称・代表者＞            　　　　　　
  　    　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日生（　　　歳）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　地域農林業担い手育成支援事業要綱第6条（1）の規定に基づき、次の事業計画を報告します。
	事　業　計　画

	　　 就 農 地
	
	農業経営また専従開始日
	   　年　 月　 日

	　　 就農形態
 （該当する形態に
　 レ印）

	 □新たに農業経営を開始又は専従を開始
 □親（三親等以内の親族を含む。以下同じ。）の農業経営とは別に　新たな部門を開始
 □親の農業経営を継承
     　 □全体、□一部
       　 継承する経営での従事期間　　　　年　　か月 

	　　将来の農業
　　経営の構想

	　　　　　　　　　　　　　　　　　例：経営規模拡大、法人化等


	
	（年間農業所得及び年間労働時間の現状及び目標）

	
	
	現状
	目標（　年）「5年後」

	
	 年間農業所得
	        　 　　　千円
	 　　　　　　　　千円

	
	 年間労働時間
	             　　時間
	                 時間

	農
業
経
営
の規模に
関
す
る
目
標
	作目・部門名
	現状
	目標（　　年）

	
	
	作付面積
飼養頭数
	生産量
	作付面積
飼養頭数
	生産量

	
	
	
	
	
	

	
	 経営面積合計
	
	
	
	

	
	区分
	地目
	   所在地
(市町村名)
	現状面積
	目標（　　年）面積

	
	所有地

	田
	
	
	

	
	
	畑
	
	
	

	
	借入地

	田
	
	
	

	
	
	畑
	
	
	

	　 事業内容
（施設の設置機械の購入等）
	規模・構造・台数等
	実施時期
	事業費
	資金名等

	
	
	　　　年　　月
	　　　　　　円
	

	現　　状
	規模・構造・台数等
	

	
	
	

	農業経営の構成
	氏　　名

（法人経営にあっては役員の氏名）
	年齢
	続柄
	現状
	見通し
	家族経営協定

	
	
	
	
	年間農業時間
	年間農業時間
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	  
	
	
	有・無

	
	
	
	
	
	
	有・無

	
	
	
	
	
	
	有・無

	
	
	
	
	
	
	有・無


1． 農業経営の知識や技術の習得先
	


２．出荷先
	


３．その他(必要事項があれば記入)
	


（備考）
１　就農時の就農地等
  ア  「就農地」欄には、就農地の市町村名を記載する。また、就農予定地の場合は、市町村名の後に（予定）と記載する。
　イ  「農業経営開始日」欄には、農業経営を開始した年月日を記入する。この場合、農業経営を開始した時期を証明する書類を添付するものとする。また、農業経営を開始する予定日の場合は、年月日の後に（予定）と記載する。
　ウ　「就農形態」欄には、該当する就農形態の□内にレ印を付す。親（三親等以内の親族を含む。以下同じ。）の農業経営を継承する場合は、継承する農業経営での従事期間を記入する。
　　　なお、就農形態の区分は、以下のとおりとする。
 　（ア）「新たに農業経営を開始」は、親が農業経営を行っていない者が、新たに農業経営を開始する場合とする。
 　（イ）「親の農業経営とは別に新たな部門を開始」は、親の農業経営に従事していた者等が、親の農業経営部門とは別の部門で新たに農業経営を開始する場合とする。
   （ウ）「親の農業経営を継承」は、親が農業経営を行っており、申請者が新たに農業経営を開始する際に、親の農業経営の全体を継承する場合は「全体」を選択し、親の農業経営の一部を継承する場合は「一部」を選択する。また、親の農業経営を継承する以前に親の農業経営に従事していた期間を記載する。
　
２　「事業内容」欄には、機械・施設の型式、性能、規模ごとに台数を記載するとともに、リース、レンタル、共同利用等による場合は、その旨を記載する。また、現状には、現在所持する農業用機械等施設名を記載する。
